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これまでの厚生労働省の考え方

出来高ベースでの補助額算定

国土交通省の考え方（R8～）

支払額ベースでの補助額算定

２ 主な改正内容について
⽔道事業に関する国庫補助事業における補助額算定の考え⽅等について
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２ 主な改正内容について
PFOS及びPFASの⽔質基準化について

PFOS及びPFOAについ
て、今年度から水質基準
と引き上げられましたの
で、水道法に基づく水質
検査の実施、水質基準の
遵守、検査結果の情報開
示（公開）をお願いします。

6



２ 主な改正内容について
健康診断の頻度の⾒直しについて（令和８年４⽉１⽇〜）
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２ 主な改正内容について
災害時関係の改正について
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２ 主な改正内容について
⽔道管路が満たすべき耐震性能の強化について
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３ その他
（国交省）情報提供等に関してお願いしたいことについて
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３ その他
（事例紹介）沖縄県漏⽔事故について
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１ 令和８年度予算措置関係について

２ 国庫補助関係スケジュールについて

３ 国庫補助に関する留意事項

４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法

国庫補助関係について
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１ 令和８年度予算措置関係について
令和８年度上下⽔道関係予算の内訳について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について
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１ 令和８年度予算措置関係について
令和８年度防災・安全交付⾦について

R７補正予算（繰越）2,049,246,000 円

R8当初予算 443,937,000 円

１. 令和７年度に内示、交付決定済（国費）

２. 令和８年度に内示（国費）
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１ 令和8年度予算措置関係について
内定状況について（R8当初）

R8当初 R7当初（本省繰越含）

要望額 内定額 内定率 要望額 内定額 内定率

・防災・安全交付金 1,618,174 443,937 27.43
%

1,969,829 1,010,968 51.32
%

・上下水道一体効
率化基盤強化推進
事業

18,070 18,070 100
%

26,000 24,305 93.48
%

・水道施設整備費
(上水と簡水の合
算）

207,190 90,350 43.61
%

55,694 55,073 98.88
%

【単位：千円】
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１ 令和8年度予算措置関係について
内定状況について（R8当初）

R8当初 R7補正

要望額 内定額 内定率 要望額 内定額 内定率

・防災・安全交付金 1,618,174 443,937 27.43
%

2,852,601 2,049,246 71.84
%

・上下水道一体効
率化基盤強化推進
事業

18,070 18,070 100
%

6,000 0 0
%

・水道施設整備費
(上水と簡水の合
算）

207,190 90,350 43.61
%

0 0 0
%

【単位：千円】
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１ 令和8年度予算措置関係について
内定状況について（R7補正）
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１ 令和８年度予算措置関係について
今後の国費獲得に向けて
①令和８年度当初予算から本省繰越は行われていない
⇒当初予算、補正予算を適切に地方繰越し、国費を最大限に活用する。
※地方繰越する場合は、近畿財務局による繰越承認が必要。繰越承認時には箇所付
けされるため、必要額の十分な精査や、繰越の仕方を考慮する必要あり。

②令和８年度配分は、前倒しの有無、過年度の不用に対して厳しい査定
⇒前倒しを前提とした事業執行
・補正予算を充当する事業を決め、当初予算分と切り分けておく
・事前に予算を確保、受注者と出来高変更契約を調整する など
⇒不用とならない国費の充当計画
・安全率を考慮し国費を充当する。特に補正予算を繰越した場合、流用が難しい。

③個別補助の積極的活用
⇒令和８年度の国費措置率は個別補助が高い
※ただし、総事業費等によっては事業評価等の対応必要
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２ 国庫補助関係スケジュールについて
R７年度の実際のスケジュール
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12⽉ １ ２ ３

補正内定通知

交付決定

〇
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本要望

●繰越承認通知

●

交付
申請

●
早着〆

繰越手続き
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●
早着分

●
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●
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（裏負担確保済）繰越
承認後の交付決定

２ 国庫補助関係スケジュールについて
R7年度の実際のスケジュール
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２ 国庫補助関係スケジュールについて
防災安全交付⾦の交付決定⽇

※補正予算に関しては、年度内交付決定が出る〆切日が
別途伝達 される。

※早着申請は、遅くとも６月中契約分を対象とすること。
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２ 国庫補助関係スケジュールについて
繰越事務について
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3 国庫補助に関する留意事項について
その他留意事項について

請求について
⇒防災・安全交付金、個別補助のどちらも概算払いのみ

完了検査について
⇒R７年度に完了した国庫補助事業については、県による
完了検査を全件で実施します。（指定市は除く。）
完了検査を実施する事業者は、併せてR9年度要望事業
のヒアリングを実施します。
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3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について

「水道事業に関する国庫補助事業における補助額算定の
考え方等について」

令和８年４月７日付け国土交通省水管理・国土保全局水道事業課課長補佐事務連絡

水道施設整備費及び社会資本整備総合交付金（水道事業）等
における補助額算定の考え方等について、令和８年度以降の
予算執行においては、国土交通省における標準的な考え方を
適用して実施する
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国土交通省の考え方：支払額ベース

3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について

「国土交通省における標準的な考え方」による国庫補助額

厚生労働省の考え方：出来高ベース
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3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について

１．適用事項
複数年度工事における各年度の補助対象基本額及び補助額の考え方や前払金への

補助金交付の考え方等の予算執行に関する事務的な考え方については、国土交通省
において標準的に実施されている考え方を水道事業においても用いることとする。
→債務負担工事における１年目国庫補助額が出来高ではなく、支払額となる。
前払金に対しても国庫補助対象となる。

２．適用時期
令和８年度予算を活用する工事より適用する。なお、令和７年度以前の予算を活用し

ている工事において、従前の考え方を継続する必要があるものに限り、従前の考え方を
踏襲することは可能とする。
→令和８年度から発注する工事から、国土交通省の考え方を適用。
※従来の考え方を踏襲する必要がある場合は、個別相談。

「水道事業に関する国庫補助事業における補助額算定の考え方等について」
令和８年４月７日付け国土交通省水管理・国土保全局水道事業課課長補佐事務連絡
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０年度 初年度 ２年度

⼯事契約

概算要望

本要望

内⽰

交付申請

概算要望

本要望

内⽰

交付申請
（早着）

初年度
出来⾼

２年度
出来⾼

工事

補助金
交付金

補助金
交付金受入

3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について
これまでの厚生労働省時代の出来高ベースの考え方
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０年度 初年度 ２年度

⼯事契約

概算要望
本要望 205万円

内⽰
交付申請（早着）

工事（出来高）

補助金
交付金

補助金
交付金受入

（契約額：1,000万円 国庫補助率：1/4とした場合）

支払い
820
万円

205

支払い額
180万円

200 800

45

概算要望
本要望 45万円

内⽰
交付申請

3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について
国土交通省の標準的な考え方（初年度１割留保の場合）

例１

支払い最大額
から算定
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０年度 初年度 ２年度

⼯事契約

概算要望
本要望 45万円

内⽰
交付申請

概算要望
本要望 205万円

内⽰
交付申請（早着）

工事（出来高）

補助金
交付金

補助金
交付金受入

（契約額：1,000万円 国庫補助率：1/4とした場合）

支払い
完成後

920

205

前払
80

20

200 800

25 25繰越

3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について
国土交通省の標準的な考え方（初年度前払金のみの場合）

例２

繰越理由必要
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０年度 初年度 ２年度

⼯事契約

概算要望
本要望 45万円

内⽰
交付申請

概算要望
本要望 205万円

内⽰
交付申請（早着）

工事（出来高）

補助金
交付金

補助金
交付金受入

（契約額：1,000万円 国庫補助率：1/4とした場合）

支払い
1,000
万円

205

200 800

45
繰越

45

前金も部分払い
も望まず

3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について
国土交通省の標準的な考え方（初年度支払いが無い場合）

例３

繰越理由必要 37



3 国庫補助に関する留意事項について
補助額算定の考え⽅等について

①支払額ベースで補助要望する
→前金払の有無、部分払いの有無、部分引き渡しなど、初年度の支払い額が要望時
には確定していないことが想定されるため、最大となる支払い額で要望額を算定してい
く必要がある。

②前金払について
→複数年工事において、初年度前金払いのみで出来高あがらない場合は、これまで
次年度に国庫補助を受けていたが、今後は前年度の支払い分は後年度には請求でき
ない。

今回の考え方の変更について、疑義がある場合には各市町の下水道部門にご確認
いただくほか、管轄の健康福祉事務所を通じて上下水道課水道班まで連絡ください。
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3 国庫補助に関する留意事項について
仕⼊れに係る消費税等の報告について

今年度の仕入控除税額の返還スケジュール案

令和8年12月頃 報告書等提出期限
令和8年12月～令和9年１月 報告書の確認及び集計作業等
令和9年2月 報告書集計表の最終確認
令和9年３月上旬 国庫納付通知書発出（返還命令）
令和9年３月下旬 返還金国庫納付期限

※防災・安全交付金、上水補助、簡水補助、上下一体（水道分のみ）、災害復旧事業が対象
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
査定実績と沿⾰
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
災害時の報告ルートについて
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
災害時の報告ルートについて（兵庫県）
国土交通省防災課への負担法に基づく災害報告

市町企業団

土木事務所

健康福祉
事務所

県庁担当課 本省防災課

上下水道課

近畿地方
整備局

本省水道
事業課

国土交通省水道事業課への被害情報の提供

※指定都市、阪神水道企業団除く。

※災害報告の該当が無い場合でも、自然災害により施設に被害がある場合や断水等が発生した場合には
報告必要(「健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関する情報の
提供について」国水水第18号令和８年４月３日一部改正) 42



４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
応急⼯事と事前打合せについて
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
参考資料について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱の⼀部改正について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱第三第⼆号「チ」の運⽤について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
負担法事務取扱要綱第三第⼆号「チ」の運⽤について

（参考）
負担法事務取扱要綱第三
法第二条第三項に規定する「原形に復旧することが著しく困難又は不適当な場合においてこれに変
わるべき必要な施設をすること」とは、次の各号に掲げる工事を施行することをいう。
二 原形に復旧することが著しく不適当な場合
チ 河川、海岸、砂防設備、道路、水道、下水道又は公園が越水又は越波のために被災し、原形に復
旧することが著しく不適当な場合において、当該災害を与えた洪水、高潮、波浪等を対象とした水た
たき工、被覆工等を設けて施行する必要最小限度の工事

１．適用範囲
１）対象施設
・水道の取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設、配水施設
・下水道の処理場、ポンプ場（雨水・汚水）
※マンホールポンプ等小規模なものも含む
・河川の排水機場
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
⽔道の災害復旧事業について
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
（参考）R7年度本会議資料の再掲

災害⼿帳（令和６年） （P146，147）

第4 事前打合せ
災害査定事務の合理化と、適正かつ迅速な事業
の施⾏をはかるために，「災害復旧事業に係る
事前打合せの事務取扱いについて」（平成13年
2⽉14⽇付防災課⻑通知、最終改正和5年3⽉
28⽇付防災課⻑通知）により事前打合せの取扱
いを定めており以下のとおりである。
1. 事前打合せの対象箇所例
地⽅公共団体が特に災害査定前に打合せを⾏う
必要があると認める箇所としては、以下の箇所
が想定されるので参考とされたい。
1） ⼀定災として申請する箇所
2） 査定前に緊急に施⾏する必要のある箇所
3） 次に掲げる施設に係るもの
（1） 地すべり防⽌施設
（2） 急傾斜地崩壊防⽌施設
（3） 海岸（離岸堤，消波⼯等の沈下に伴う

補充のみの⼯事は除く。）
（4） ⽔道
（5） 下⽔道
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
（参考）R7年度本会議資料の再掲
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４ 公共⼟⽊施設災害復旧事業費国庫負担法について
（参考）R7年度本会議資料の再掲
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